
2 款 1 項 13 目

年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

800 800 800 800 800 4,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

防災訓練実施自主防災会数 組織 35 64 25 37
総合防災訓練参加住民数 人 1081 3000 2346 3450

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 3,106 2,704 1,706 2,663

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 2,624 2,171 1,608 2,171
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.33 0.27 0.20 0.27
人件費単価 7,954 8,042 8,042

2,171
合計 0 2,704 1,706 2,663

事業費
直接事業費 481 533 98 492
人件費 2,625 2,171 1,608

改善策の
具体的

取り組み

　自主防災会主体で実施する訓練において、消防署や警察等の関係機関、また、災害支援協定締結企業に
協力依頼を行い、実効性のある訓練が行えるよう指導・支援をしていく。

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

伊予市地域防災計画に定める災害応急対策を迅速かつ適切に実施できるよう技能の向上と住民に対する防
災意識の啓発を図る。

事業の内容

伊予市総合防災訓練、県・市町災害対策本部合同訓練、土砂災害防災訓練、原子力総合防災訓練の参加、
自主防災会主体での防災訓練支援

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

　例年同様な訓練になりがちだが、実りのある訓練にするため自主防災会による訓練に加え、より広域で子供
から高齢者まで参加する避難訓練を行う必要がある。また、避難や情報伝達訓練だけだなく、初期消火、ＡＥ
Ｄ、ロープワーク、応急担架づくり、炊き出し等、訓練内容の充実を図るため、指導者（消防職員・防災士）及び
資材類の事前調整を行い、市民の防災意識向上に努める。

事業の対象 防災訓練

根拠法令等
伊予市地域防災計画

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
消防・防災・安全の確保

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 危機管理課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

564
記入者情報 所属長： 泉 仁 担当責任者： 宮田 哲二

事務事業名 防災訓練事業



1二次評価
（所属部長）

以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

意見、課題
２８年度には実際の被害を想定した訓練が計画されており、今後も避難所の開設等より具体的な訓練を
実施する必要がある。

課題認識

南海トラフ巨大地震等の大規模災害に備えて自主防災組織が訓練の企画・立案及び実施にかかわり、
地域住民と連携した訓練を実施し一応の成果はみられた。自主防災会連絡協議会においてある程度の
自主防災会が連携した避難訓練の提案があり、次年度の実施に向け調整を行っている。引き続き訓練参
加を促すとともに、地域防災力強化に向け自主防災組織の支援を行う必要がある。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

次年度は、総合防災訓練において、郡中地区において避難所開設・運営訓練を計画している。また、自主
防災会主体での情報伝達訓練、避難訓練、炊き出し、防災グッズ展示等の訓練を、警察、消防、企業等
の協力を得ながら実施予定である。
　訓練が実効的になるよう、また、住民総参加の訓練になるよう自主防災会や関係機関とも協議を重ね
て、訓練内容及び手法の見直しをしていく必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 64 64 64 0
実　　績 35 37 0 0

成果指標

成果指標
●総合防災訓練への参加住民の人数
●防災訓練実施自主防災会数

指標設定の
考え方

住民への防災意識啓発の浸透という観点から、防災訓練実施自主防災会数を成果指標とする。(全64組織
中）

区分年度 26年度 27年度 28年度



1
経営者会議の最終判断

事業の方向性
さらに重点化する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化すること。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


